
1. はじめに 

接合幅を持つプレキャスト鉄筋コンクリート

構造(以降，PCa 構造と呼ぶ)のせん断抵抗に対

して，著者らの研究 1)，2)によると，接合幅の変

動はせん断耐力に大きく影響を与える。その影

響を考慮して，接合幅を持つ PCa構造接合部の

せん断抵抗式が提案及び検証された。ただし，

これらの研究で使われたコンクリートは，圧縮

強度が 40N/mm2，鉄筋は降伏強度が 390 N/mm2

以下の適用範囲によって制限されている。一方，

プレキャスト構造が近年に性能設計及び高層化

に対応して，PCa 部及び接合部は高強度コンク

リート及び高強度鉄筋で施工されるケースが多

くなってきた。そのため，高強度コンクリート

及び高強度鉄筋を用いた PCa接合部の構造性能

を確認する目的として実験を計画した。 

また，接合幅を持つ PCa構造接合部のせん断

伝達は，既往の研究によると，接合部内に形成

された圧縮ストラットによって伝達される。こ

の圧縮ストラットは，ひび割れの発生によるコ

ンクリートの圧縮強度が軟化して，せん断伝達

はコンクリートの圧縮強度より低いレベルで最

大耐力になる。これに対して，接合部に高靭性

繊維補強セメント複合材料を使って，繊維入り

複合材料のひずみ硬化特性(応力は著しく低下

しない特性)とひび割れが一様に分布するひび 
 
 
 

割れ性状(マルチプルクラッキング)の特徴を応
用して，接合部の力学性状を改善すると共にせ

ん断抵抗を向上する目的として実験を行った。

以下に研究成果を報告する。 
 
2. 実験概要 

2.1 試験体 

本研究に用いた試験体は，既往実験結果 1),2)

と比較するために，同様な試験体を製作した。

試験体は，図‐1に示すように， PCa構造にお 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐1 試験体図 
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要旨：プレキャスト部に高強度コンクリートを使い，接合部に高靭性モルタル及び高強度

鉄筋を用いたプレキャスト接合部のせん断挙動及びせん断伝達能力を調べるため，接合幅

とシアキーを持つ PCa接合部に対して変位制御による直接せん断実験を行った。その結果，

せん断伝達能力は高強度高靭性コンクリート及び高強度鉄筋に十分に寄与することが検

証された。また，接合幅の影響を考慮し，既往の評価式及び提案式と比較するために，接

合部のせん断抵抗モデルを提案した。 

キーワード：高強度，高靭性，接合幅，せん断抵抗，圧縮ストラット機構 
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試験体 

ける鉛直接合部応力伝達要素を局部的に想定し

たもので，二つの PCa部の中央部にモルタルと

接合筋で 60，120mm の幅を有する接合部を構

成した。また，接合幅 0mmとした PCa‐RC造

試験体も製作した(シアキーを PCa 片側しか配

置しない)。試験体の変動要因は，表‐1に示す
ように，接合幅と接合部モルタル強度及び繊維

の有無とした。試験体は PCa部では計画圧縮強

度 60N/mm2のコンクリートを使用し，接合部に

は圧縮強度と同じく 60N/mm2 をもつ繊維入り

のモルタル複合材料を使用した。使用したコン

クリート(モルタル)材料は，水セメント比 35％

とした。繊維入り高靭性モルタルは，表‐2 に

示すように，モルタルに短繊維を体積比 1.5%程

度で混入した。混入した繊維の種類は，ポリエ

チレン（PE)が長さ 15mm，径 12µの集束したも

のとポロビニルアルコール(PVA）が長さ 12mm，

径 15µ である。接合筋は， D13(SD785)を使っ

て配筋した。また，接合筋径に対する定着長さ

の影響をなくすため，更に接合筋末端に定着ワ

ッシャーと鉄筋ネジで固定した。各試験体にお

ける鉄筋及びコンクリート(モルタル)材料性状
を表‐3に示す。 
2.2 加力方法と測定方法 

加力方法は，図‐2 に示すように試験体を垂

直に設置し，試験体の PCa 部に埋め込んだ PC

鋼棒によって，水平方向から接合部の中心線上

に，押し引き両用のオイルジャッキ(容量 1MN)

を用いてせん断力を与える S型加力方式で行っ

た。なお試験体を設置する時に使用した鉛直方

向のジャツキは接合面と垂直方向には外力を作

用させていない。変位は，図‐1に示すように，

2つの PCa部及び接合部に設置した高感度変位 
 
 
 
 
 
 

 
図‐2 加力図 

計によって PCa部間の相対すべり変位を測定し

た。加力スケジュールは，既往研究によると，

脆性破壊した試験体には，－サイクルの載荷に

よるひび割れは+サイクルに生じるひび割れに
影響を受け，正確なひび割れ性状が反映しにく

いため，本実験には，正方向のみ PCa部間の相

対すべり変位が+0.5，1，2，4，8，12mm の 6

サイクルに+15mm の押し切りを加えた変位制

御による繰り返し載荷を行った。 
 

3. 実験結果 

3.1 ひび割れ及び破壊性状 
各試験体の代表的な接合部ひび割れ性状を図

‐3に示した。試験体接合部の界面にグリスを 
 

表‐1 試験体一覧表 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表‐3 試験体における材料性状 

 
 
 
 
 
 
 

接合幅

mm 強度 繊維種類

1 JPC00-13×2-C1-60 0
2 JPC60-13×2-C1-60 60
3 JPC120-13×2-C1-60 120
4 JPC00-13×2-C1-60PVA 0
5 JPC60-13×2-C1-60PVA 60
6 JPC120-13×2-C1-60PVA 120
7 JPC00-13×2-C1-60PE 0
8 JPC60-13×2-C1-60PE 60
9 JPC120-13×2-C1-60PE 120

*：PCa部に対して、コンクリートの圧縮強度(N/mm
2
)

D13×2
(SD785) 60

無し

PVA

PE

No 試験体

変動要因

モルタル*
接合筋

セメント 水 砂 砂利 混和剤

C(kg) W(kg) S(kg) G(kg) SP/C(%)

PCa部 無し 514 180 540 900 - 1.00

無し 514 180 750 - - 1.00

PVA 514 180 750 - 1.50 1.00

PE 514 180 750 - 1.50 1.00

＊Vf　は体積比

繊維
種類

接合部

繊維混入
率Vf(%)

表‐2 コンクリートの調合(kg/m3) 

σB EC Ft

N/mm2 ×104N/mm2 N/mm2

PCa部 無し 61.2 2.1 2.67

無し 59.8 2.1 2.54

PVA 59.2 1.9 3.87

PE 60.1 1.9 4.12

σy σu Es εy
N/mm2 N/mm2 ×105N/mm2 ×10-6

SD785 801 1025 1.89 4012

接合部

繊維
種類

接合筋
規格

部位

コンクリート
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塗布しているため，加力初期より接合界面に初

ひび割れが生じた。接合幅による変化は見受け

られない。その後，接合幅 0mmは， シアキー
隅角部から加力鉄板を結ぶ斜めひび割れ(図‐
3(a)(b)(c))，接合幅を有する場合では，接合部
内のシアキー隅角部を結ぶ斜めひび割れをそれ

ぞれ生じた。最大耐力に至った時は，この斜め

ひび割れは急激な進展により滑り面が形成され，

荷重が低下し，終局(最大変位)に至っている。
各試験体の破壊モードを表‐4 に示した。ここ

で，破壊モード Aはシアキー隅角部から加力鉄

板を結ぶ斜めひび割れによる破壊，破壊モード

Bは 2個のシアキー間のシアオフ破壊 6)，破壊

モードDはシアキー隅角部近傍 PCa部の圧壊に

よる破壊，破壊モード Fは接合部斜めひび割れ

の進展による破壊を示す。これより，接合幅を

持つ試験体は接合部斜めひび割れの進展(破壊

モード F)による最終破壊になったが，コンクリ

ート強度 60N/mm2の無繊維試験体に対して，接

合幅が小さい場合(60mm)では，1組のシアキー

隅角部を結ぶ斜めひび割れ(図‐3(d))，接合幅
が大きくなった場合(120mm)は，シアキー2組の

隅角部を結ぶ斜めひび割れ(図‐3(g))を生じた。
このひび割れ性状は既往研究 1)，2)で普通強度コ

ンクリートを用いた試験体と同じひび割れ性状 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
を示した。これに対して，接合部に繊維を混入

した試験体では，接合幅の大きさと関係なく(接
合幅 60mm,120mmとも)，1組のシアキー隅角部

を 結 ぶ 斜 め ひ び 割 れ を 生 じ る ( 図 ‐
3(e)(f)(h)(j))。これは繊維の有無によって，

接合部内に形成された圧縮ストラットの構成要

素が異なると推測される。終局レベルでは，接

合部に繊維を混入した試験体は PCa 部(繊維を

入れていない部分)コンクリートに生じたひび

割れの進展が目立ち，ひび割れが PCa部に集中

する傾向が見られる。また，繊維の種類の違い

(PE及び PVA)によるひび割れの差異は認められ

ない。 
3.2 履歴性状及び強度性状 

シアキーと接合幅を有する試験体における加

重‐変位曲線は，図‐4 に示す(図中に点線はコ
ンクリート圧縮強度 30N/mm2 ，接合筋が SD345

を使った同タイプ試験体 1)における荷重-変位曲

線)。各試験体は，シアキーの拘束によって，加

力初期は殆どすべり変位は生じておらず，多く

の試験体はシアキーの隅角から斜めひび割れに

よりすべり変位を生じている。そして，せん断

力の増大によって，接合部内に斜めひび割れ破

壊を生じると，耐力が低下し，接合筋が降伏を

示した。その後，変位の増加に伴いながら緩や 

(a) JPC00-13×2-C1-60 (b) JPC00-13×2-C1-60PE (c) JPC00-13×2-C1-60PVA 

(d) JPC60-13×2-C1-60 (e) JPC60-13×2-C1-60PE (f) JPC60-13×2-C1-60PVA 

(g) JPC120-13×2-C1-60 (h) JPC120-13×2-C1-60PE (j) JPC120-13×2-C1-60PVA 

RC                      RC                       RC 

RC                       PE                       PVA 

RC                        PE                         PVA 

 

RC                                 PE                            PVA 

 

図‐3 各試験体におけるひび割れ性状 

-747-



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
かに耐力の低下を続けて，終局(変位 15mm)に至

る。各試験体の終局時における耐力の低下は既

往研究 1),2)より少ない。これは高強度鉄筋

(SD785)によって生じる面圧増加によるせん断

摩擦抵抗が大きく発現したためと考えられる。

最大耐力時ではシアキーによる変位の拘束及び

せん断伝達が支配的であることが判った。 
各試験体における最大荷重時の耐力及び変位

を表‐4 に示す(ここで，普通強度コンクリート
と比較するために，文献 1)の実験データを引用

した)。最大耐力レベルにおけるすべり変位を比

較すると，同一の接合幅を持つ試験体の最大耐

力時変位 δiは δPE≒δPVA＞δ60＞δ30(iは接合部モル

タル圧縮強度及び繊維種類)傾向が見られる。ま

た，同一種類のモルタルを使用した試験体に対

して，最大耐力時の変位 δjは δ120＞δ60＞δ0(jは接

合幅)，既往の接合幅を有する試験体 1)2)と同じ

傾向が見られた。 
最大せん断力と接合幅の関係に関する比較を，

図‐5に示す。これより，圧縮強度 30N/mm2 と

60 N/mm2 をもつ無繊維モルタルを用いた試験

体は，接合幅が大きくなるにつれて，最大耐力

は，小さくなるが，接合部に繊維入りモルタル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
を使用した試験体は接合幅の変化による大きな

耐力の差は見られなかった。また，同一接合幅

で，圧縮強度 60N/mm2の高強度コンクリートと

繊維入り高靭性コンクリートの強度特性を比較

すると，接合幅 0mm試験体においてほぼ同じ耐

力が得られるが，接合幅を持つ場合，接合部に

繊維入りモルタルを用いた試験体は 18%～46％

の耐力が増加した。繊維によってせん断伝達を

向上させることが確認された。 

3.3 接合筋のひずみ分布 

図‐1 に示すように，接合筋表裏に貼り付け

たゲージから鉄筋ひずみ(ε1，ε2)変化が測定さ
れた。各試験体では，加力初期より接合筋全域 
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図-5 せん断応力度－接合幅の関係 

図-4 試験体における荷重-変位曲線 
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に引張力[N＝(πdr2/4)・E(ε1+ε2)/2] 1)が発生してお

り，ひび割れと共に接合面近傍に曲げモーメン

ト[M＝(πdr3/32)・E(ε1-ε2)/2]1)を発生する。最大

耐力時には，接合筋に生じるひずみと接合幅と

の関係を図‐6 に示す。高強度接合筋を使用し

た各試験体では最大耐力時に接合筋は降伏を生

じず，接合筋降伏軸力の概ね 50％~90％程度の

引張力が発生している。圧縮強度 30N/mm2 と

60 N/mm2 のプレーンモルタルを用いた試験体

は，接合幅が小さくなるにつれて引張力は大き

くなっているが，繊維入りモルタルを補強した

試験体の接合筋に生じる引張力は接合幅と明確

な関係は見られない。また，同じ接合幅で，繊

維入り試験体において接合筋に生じる引張力は

繊維で補強していない試験体より平均 35％大

きくなることが確認された。 
3.4 最大耐力の既往式との比較 

PCa 構造接合部における既往の耐力評価式

(建築学会鉛直接合部評価式 calQ1
 3)，望月･槇谷･

永坂式 calQ2
 8)及び著者らの提案式 calQ3

 2))を以下

のように示す。 
∑⋅+⋅= SySCBPcal aAQ σσ10.01

          (1) 

∑∑ ⋅+⋅⋅⋅+⋅= SyBPySSCBPcal aAAQ σσσσ 54.028.109.02
  (2) 

  calQ3=QC+Qf                 (3) 

QC=min(QC1，QC2)            

QC1=0.09･σBp･Asc･n 

QC2=AS･(νσBj-σs)･tanθ･n   (接合幅小さい場合) 

  = AS･(νσBj-σs)･tanθ･(n-1)  (接合幅大きい場合) 

Qf=γs･Qfo=e-0.0025Lj0.54･Σas･σy    

ここで，σBpはコンクリート圧縮強度，ASCは

シアキーの水平投影面積，nはシアキーの個数，  
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
asは，接合筋の全断面積，σy, 接合筋の降伏強度，

Ljは，接合幅である。 

実験結果と各評価式の比較を図‐7 及び表‐

4に示した。図‐7から，接合幅の影響を考慮し

ていない建築学会式，望月･槇谷･永坂式は過大

評価になっているに対して，著者らの提案式

calQ3は繊維で補強していない試験体を安全側に

評価できるが，繊維入り試験体では，繊維の引

張ひずみ硬化特性を考慮していないため，実験

結果に対して，過小評価する傾向が見られる。 
 
4. せん断抵抗機構の考察 

シアキーを有する試験体に対して，ひび割れ

がせん断面に対してθの角度で発生する。図‐8

に示すように，接合部コンクリート内部で，斜

めストラットが形成される。繊維のない試験体

は，最大耐力時に，接合筋の引張合力 Tと斜め

ストラットに生じる圧縮合力C及びせん断摩擦

力 Q1が釣り合いを保ち，せん断抵抗を行ってい

る(図‐8(a))。これに対して，繊維入り試験体
は，引張ひび割れを生じても，ひずみの硬化特

性によって，圧縮ストラットは図‐8(b)に示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図‐7 最大耐力の既往式との比較 
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図‐8 試験体におけるせん断抵抗機構 

 
ように，上述図‐8(a)のトラス作用以外に，繊

維による引張力 Ct を加えた釣り合いを保ちな

がら，せん断抵抗が行われる。その結果，引張

合力 Ctの鉛直方向の分力によって，せん断耐力

を向上するものと考えられる。また，この引張

力の水平方向分力の釣り合いにより，繊維入り

試験体における圧縮ストラットの角度はθ2>θ
1になる。これは図‐3(h)(j)におけるひび割れ

の傾きが図‐3(g)と異なることを裏つけている。 
 
5. まとめ 

  高強度及び高靭性複合材料を用いた PCa接合

部に対して，以下の事柄が判った。 

(1)高強度コンクリート及び高強度接合筋の使

用によって，せん断耐力の増加が認められた。 

(2)接合部に繊維入りモルタル材料を用いた試

験体は，接合幅 0mmを除き，同強度試験体よ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り 1割以上耐力を増加するが認められた。 

(3)ジョイント接合部において，繊維モルタルの

ひずみ硬化特性を用いて，圧縮ストラット機

構が提案された。 
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変位 耐力 変位 耐力 ひずみ calQ1 expQu calQ2 expQu calQ3 expQu

mm ｋN mm ｋN ×10-6 ｋN calQ1 ｋN calQ2 ｋN calQ3

JPC00-13×2-C1-60 2.92 268.5 1.38 299.98 2475 401.2 0.75 359.8 0.83 257.2 1.17 AB

JPC60-13×2-C1-60 3.98 218.9 0.12 242.02 1922 401.2 0.60 359.8 0.67 242.0 1.00 F

JPC120-13×2-C1-60 3.39 140.0 0.51 228.40 1832 401.2 0.57 359.8 0.63 152.6 1.50 F

JPC00-13×2-C1-60PVA 1.61 280.7 1.00 321.59 3471 399.2 0.81 357.6 0.90 256.8 1.25 AD

JPC60-13×2-C1-60PVA 1.49 282.4 1.50 286.15 3880 399.2 0.72 357.6 0.80 241.6 1.18 FD

JPC120-13×2-C1-60PVA 2.23 252.7 1.89 276.33 3111 399.2 0.69 357.6 0.77 152.4 1.81 F

JPC00-13×2-C1-60PE 2.02 246.8 0.77 298.06 2709 402.2 0.74 360.8 0.83 257.5 1.16 AD

JPC60-13×2-C1-60PE 5.92 162.6 1.72 286.64 3025 402.2 0.71 360.8 0.79 242.2 1.18 FA

JPC120-13×2-C1-60PE 2.00 310.3 2.97 334.46 3667 402.2 0.83 360.8 0.93 152.7 2.19 FA

試験体名

接合筋降伏時 破
壊
形
式

学会式 槇谷式 2002提案式最大耐力(expQu)

表‐4 実験結果一覧表 
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(a)引張強度を考慮しない場合

(b)引張強度を考慮した場合ストラット抵抗機構 

Q 

Q 

Q 

Q 

ΔQ 

-750-


